
別記様式 

令和７年度補助金等交付一覧 

（保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課） 

 

補助事業等の名称 補助事業等の概要 補助事業者等の名称 
補助金等の額

（円） 
摘 要 

障がい者社会参加推進セ

ンター運営事業 

障がい者の社会参加促進施策の体

系的、効率的な推進を図り、障が

い者の地域における自立生活と社

会参加を促進するため、障がい者

社会参加推進センターの運営費に

対し、予算の範囲内で補助する。 

（一社）北海道身体障害者福祉協会 

（札幌市） 

4,168,000 令和７年５月 20日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

手話通訳者設置事業 聴覚障がい者等の家庭生活・社会

生活におけるコミュニケーション

を円滑に行うため、手話通訳者を

各総合振興局（振興局）に設置す

る事業に対し、予算の範囲内で補 

助する。 

（公財）北海道ろうあ連盟（札幌市）  45,984,000 令和７年４月 30日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

聴覚障がい者情報提供施

設運営事業 

身体障害者福祉法（昭和 24 年法

律第 283 号）に基づく聴覚障害

者情報提供施設の運営費を助成す

ることにより、聴覚障がい者の福

祉の向上を図るため、予算の範囲

内で補助する。 

（公財）北海道ろうあ連盟（札幌市） 24,757,792 令和７年４月 30日交付決定 

令和８年５月 30日公表 



身体障害者補助犬育成事

業 

身体障がい者の自立と社会参加を

促進するため、就労や日常生活等

に伴って身体障害者補助犬（身体

障害者補助犬法第２条に規定する

盲導犬、介助犬及び聴導犬をい 

う。）の貸与を行う場合に、当該

身体障害者補助犬の育成に要した

経費を予算の範囲内で補助する。 

（公財）北海道盲導犬協会（札幌市） 9,000,000 令和８年３月 30日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

視覚障がい者情報提供施

設運営事業 

身体障害者福祉法（昭和 24年法

律第 283号）に基づく点字図書館

の運営費を助成することにより、

視覚障がい者の福祉の向上を図る

ため、予算の範囲内で補助する。 

（社福）ほくてん（帯広市） 42,444,858 令和７年５月１日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

日本赤十字社北海道支部（札幌市） 32,134,976 令和７年５月１日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

障がい者ＩＴサポートセ

ンター設置事業 

障がい者等の情報通信技術(ＩＴ)

の利用機 会や活用能力の格差是

正を図るため、総合的な支援をす

るために障がい者ＩＴサポー ト

センターを設置する事業に対し、

予算の範囲内で補助する。 

（一社）北海道視覚障害者福祉連合会 

（札幌市） 

2,620,000 令和７年５月 27日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

聴覚障がい者福祉推進事

業 

聴覚障がい者及び言語機能障がい

者の福祉の向上を図るため、公益

社団法人北海道ろうあ連盟が行う

事業に対し、予算の範囲内で補助

する。 

（公財）北海道ろうあ連盟（札幌市） 2,138,000 令和７年５月 27日交付決定 

令和８年５月 30日公表 



視覚障がい者福祉推進事

業 

視覚障がい者の自立と社会参加の

促進に寄 与し、その生活の安定

と福祉の増進を図るため、一般社

団法人北海道視覚障害者福祉連合

会が行う事業に対し、予算の範囲

内で補助する。 

（一社）北海道視覚障害者福祉連合会 

（札幌市） 

1,336,000 令和７年５月 27日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

中途視覚障がい者社会適

応推進事業 

中途視覚障がい者の自立と社会参

加を促進するため、北海道盲導犬

協会が行う短期入所訓練事業に対

し、予算の範囲内で補助する。 

（公財）北海道盲導犬協会（札幌市） 1,760,000 令和８年１月 22日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

身体障がい者福祉総合推

進事業 

身体障がい者の自立と社会参加を

促進し、その生活の安定と福祉の

増進を図るため、一般社団法人北

海道身体障害者福祉協会が行う事

業に対し、予算の範囲内で補助す

る。 

（一社）北海道身体障害者福祉協会 

（札幌市） 

5,862,000 令和７年５月 20日交付決定 

令和８年５月 30日公表 

注１ 課等ごとに公表する場合は、「課等名」欄は適宜削除して使用すること。 

  ２ 「補助事業等の概要」欄は、補助金等の交付の対象とした事業等の内容を簡潔かつ具体的に記載すること。 

３ 「補助事業者等の名称」欄は、補助事業者等の名称及び所在する市町村名を記載すること。 

  ４  「摘要」欄には、補助金等の交付決定日及びこの様式による補助金等の交付の内容の公表日を記載するほか、公表した内容を修正したときは、その

修正内容(箇所)について記載すること。 

      なお、内容を修正した場合でも、公表期間は当初の公表をした日から１年間とする。 


